


三重県の労働事情

ま　　え　　が　　き

　わが国経済は、政府による金融政策、財政政策及び成長戦略の一体的な推進に

より、緩やかな回復基調にあるといわれていますが、県内中小企業の多くは回復

の実感を得られるまでには至っておらず、原材料価格の高騰や電力料金の値上げ

など、依然として厳しい状況が続くと予想されます。

　また、雇用情勢は持ち直しの動きが見られますが、大企業の経営が改善するこ

とで中小企業にとっては厳しい採用状況が続いています。

　このような中、当中央会では、県内中小企業における労働事情の実態を的確に

把握して、適正な労働対策を樹立できるよう「中小企業労働事情実態調査」を会

員組合のご協力を得て実施いたしました。

　本報告書が、県内中小企業における労働事情の実態の把握と今後の雇用システ

ムの構築に参考になれば幸甚です。

　最後に、本調査の実施に際しまして、ご協力いただきました関係組合並びに各

事業所の皆様方にお礼申しあげますとともに、今後とも一層のご協力を賜ります

ようお願いいたします。

　　　

　平成２７年１２月

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　三重県中小企業団体中央会
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三重県の労働事情

１．調 査 目 的　　この調査は、三重県内の中小企業における労働事情を的確に把握し、適正な中小企

業対策の樹立と労働支援方針の策定に資することを目的とする。

２．調 査 機 関　　三重県中小企業団体中央会

３．調 査 時 点　　平成27年７月１日

４．調査対象産業　　１）製造業　　①食料品製造業　②繊維工業　③木材・木製品製造業

　　　　　　　　　　　　　　　　　④印刷・同関連業　⑤窯業・土石製品製造業

　　　　　　　　　　　　　　　　　⑥化学工業　⑦金属・同製品製造業　

　　　　　　　　　　　　　　　　　⑧機械器具製造業　⑨その他の製造業

　　　　　　　　　　２）非製造業　①情報通信業　②運輸業　③建設業　④卸売業　⑤小売業

　　　　　　　　　　　　　　　　　⑥サービス業

５．調査対象事業所数　　調査対象事業所数は、従業員規模300人未満の民営事業所（農業、水産を除く）

1,000事業所（製造業500事業所、非製造業500事業所）。

６．主な調査内容　　１）経営について　　　　　　　　２）従業員の労働時間について

　　　　　　　　　　３）従業員の有給休暇について　　４）新規学卒者の採用について

　　　　　　　　　　５）有期労働契約に関する無期転換ルール等について

　　　　　　　　　　６）賃金改定について

７．調 査 方 法　　本会において、全国中小企業団体中央会が作成した「中小企業労働事情実態調査票」

を調査対象事業所に組合を通じて配布し、回答を求めた。

　　　　　　　　　　＊「中小企業労働事情実態調査票」様式については巻末の「調査票」参照　

　　　　　　　　

８．調査回答状況　　有効回答数　510事業所　回答率　51.0％

　　　　　　　　　　　製 造 業：236事業所　回答率　47.2％

　　　　　　　　　　　非製造業：274事業所　回答率　54.8％

９．備　　　考　　１）この調査は毎年行っているものであるが、事業所の所属組合等へ送付しているた

　め、回答事業所は一定していない。したがって、厳密な時系列比較はできない。

　　　　　　　　　２）調査項目によっては、複数回答の項目があり、また、小数点以下を四捨五入して

　いるため、合計が100にならない場合がある。

Ⅰ.　調査のあらまし
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１．労働組合の有無
　　　労働組合の組織率は3.9％で、全国（6.6％）と比べると2.7ポイント低い。また前年度（6.1％）と

比べても2.2ポイント下落している。

２．常用労働者数
　　　回答事業所の常用労働者総数は12,518人、このうち男性は8,685人（69.4％）、女性は3,833人

（30.6％）である。1事業所あたりの平均常用労働者数は24.6人であった。女性常用労働者の占める

比率は30.6％で全国（29.6％）と比べると1.0ポイント高いが、前年度（31.4％）と比べると0.8ポイ

ント低い。

３．従業員の雇用形態別構成比
　　　雇用形態別構成比をみると、「正社員」とするのが69.3％（男性80.9％、女性45.1％）と、全国

の74.2％（男性84.3％、女性52.0％）と比べると4.9ポイント低い（男性3.4ポイント、女性6.9ポイ

ント低い）。また、前年度（72.3％）と比べても3.0ポイント低い。

４．パートタイム平均雇用比率
　　　パートタイム労働者の平均雇用比率をみると、21.1％で全国（15.8％）と比べると5.3ポイント高

い。前年度（18.5％）と比べても2.6ポイント高くなっており、正社員比率が下がり、パートタイム

労働者比率が上昇している結果となった。

　　　※パートタイム平均雇用比率･･･雇用全体［正社員・パートタイマー・派遣・アルバイト他］に

　　　　おけるパートタイム労働者の平均比率

Ⅱ．回答事業所の概要

表1　回答事業所の概要

区　　　分
回答

事業所数
合計

事業所
構成比
（％）

常用
労働者数
（人）

平均常用
労働者数
（人）

男性常用
労働者数
（人）

女性常用
労働者数
（人）

女性常用
労働者比率
（％）

正社員
 比率
（％）

男性正社員
比率
（％）

女性正社員
比率
（％）

バートタイム
平均雇用
  比率（％）

労働組合
組織率
（％）

全　　　国

三重県　計

製造業　計

　非製造業　計

食料品

繊維工業

木材・木製品

印刷・同関連

窯業・土石

化学工業

金属・同製品

機械器具

その他製造業

　

情報通信業

運輸業

建設業

卸売業

小売業

サービス業

1～9人

10～29人

30～99人

100～300人

18,409

510

236

30

17

29

13

40

1

67

24

15

274

4

33

95

47

43

52

219

170

95

26

－

100.0

46.3

5.9

3.3

5.7

2.5

7.8

0.2

13.1

4.7

2.9

53.7

0.8

6.5

18.6

9.2

8.4

10.2

44.5

33.3

16.9

5.2

578,320

12,518

6,246

760

243

418

325

617

6

2,482

1,167

228

6,272

374

1,176

1,366

943

477

1,936

1,052

2,882

4,730

3,854

31.4

24.6

26.5

25.3

14.3

14.4

25.0

15.4

6.0

37.0

48.6

15.2

22.9

93.5

35.6

14.4

20.1

11.1

37.2

4.8

17.0

49.8

148.2

407,277

8,685

4,210

350

36

350

185

448

4

1,832

852

153

4,475

266

1,061

1,128

642

282

1,096

707

2,052

3,316

2,610

171,043

3,833

2,036

410

207

68

140

169

2

650

315

75

1,797

108

115

238

301

195

840

345

830

1,414

1,244

29.6

30.6

32.6

53.9

85.2

16.3

43.1

27.4

33.3

26.2

27.0

32.9

28.7

28.9

9.8

17.4

31.9

40.9

43.4

32.8

28.8

29.9

32.3

74.2

69.3

71.3

47.3

66.8

85.4

79.7

78.2

66.7

71.4

76.0

80.8

67.4

92.3

87.8

88.0

79.3

61.3

35.6

72.4

78.9

72.7

56.3

84.3

80.9

82.9

74.5

97.2

89.9

90.3

86.7

75.0

81.3

82.0

88.7

79.0

95.9

91.1

91.2

87.3

72.2

49.4

81.4

87.8

84.2

70.5

52.0

45.1

48.2

26.8

61.5

63.5

66.2

56.8

50.0

42.8

61.1

65.0

41.9

83.6

62.2

73.9

63.0

45.5

20.8

55.2

58.0

46.6

30.6

15.8

21.1

16.4

35.3

18.4

6.5

19.1

15.2

33.3

15.4

8.5

16.3

25.7

2.4

4.0

5.4

14.4

32.3

57.3

18.9

14.7

17.9

31.8

6.6

3.9

5.1

0.0

0.0

0.0

15.4

0.0

0.0

11.9

4.2

6.7

2.9

25.0

6.1

3.2

2.1

2.3

0.0

1.8

1.8

8.4

19.2

製

　
　造

　
　業

非
製
造
業

規
模
別
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三重県の労働事情

１．経営について

（１）現在の経営状況［図1］、［表2］

　　　1年前と比べた現在の経営状況については、「悪い」が28.8％（前年度26.3％、前々年度34.8％）、

「良い」が13.5％（前年度18.7％、前々年度11.1％）、「変わらない」が57.7％（前年度55.0％、

前々年度54.2％）となっている。

　　　「悪い」とするのは前年度に比べ2.5ポイント上昇しており、全国平均（30.5％）と比べると1.7ポ

イント低い。また、「良い」とするのは前年度に比べ5.2ポイント減少している。業種別にみると、回

答事業所数の少ない「化学工業」と「情報通信業」を除くと、「良い」という回答が多かったのは

「運輸業」（34.4％）・「窯業・土石製造業」（22.5％）、「悪い」という回答が多かったのは「その他

製造業」（46.7％）、「印刷・同関連業」（46.2％）であった。

（２）主要事業の今後の方針［図2］、［表3］

　　　主要事業の今後の方針については、「現状維持」とするのが最も多く67.6％（前年度68.3％、前々

年度68.5％）、次いで「強化拡大」が25.0％（前年度25.1％、前々年度25.2％）、「縮小又は廃止」は

6.4％（前年度5.6％、前々年度6.0％）を示しており、小幅な動きとなった。

　　　業種別にみると、回答事業所数の少ない「化学工業」と「情報通信業」を除くと、「強化拡大」の

比率が高いのは製造業では「機械器具製造業」が34.8％、非製造業では「卸売業」が38.3％と最も

高い。

Ⅲ．調査結果の概要

表2　経営状況（業種別）

表3　主要事業の今後の方針（業種別）

（％）

（％）

図１　経営状況

　良い　　　変わらない　　　悪い

図２　主要事業の今後の方針

強化拡大

現状維持

縮小・廃止

その他

0 20 40 60 80％

　平成27年　　　平成26年　　　平成25年

25.0
25.1
25.2

6.4
5.6
6.0

1.0
1.0
0.2

67.6
 68.3
  68.5

0 10 20 30 40 50 60 70 80 90 100％

13.5

18.7

11.1

57.7

55.0

54.2

28.8

26.3

34.8

平成27年

平成26年

平成25年

　区　　　分

　全　国　計

　三重県　計

　製造業　計

　良い 　変わらない
　16.6

13.5

13.7

13.8

11.8

0.0

15.4

22.5

0.0

17.9

8.7

6.7

13.4

25.0

34.4

12.8

4.3

7.3

13.7

　53.0

57.7

56.4

58.6

76.5

55.2

38.5

52.5

100.0

58.2

56.5

46.7

58.7

75.0

40.6

69.1

57.4

51.2

56.9

30.5

28.8

29.9

27.6

11.8

44.8

46.2

25.0

0.0

23.9

34.8

46.7

27.9

0.0

25.0

18.1

38.3

41.5

29.4

　悪い

　食料品

　繊維工業

　木材・木製品

　印刷・同関連

　窯業・土石

　化学工業

　金属・同製品

　機械器具

　その他製造業

非製造業　計

　情報通信業

　運輸業

　建設業

　卸売業

　小売業

　サービス業

製

　
　造

　
　業

非

製

造

業

　区　　　分

　全　国　計

　三重県　計

　製造業　計

　強化拡大　現状維持　縮小・廃止

　28.7

25.0

24.1

31.0

29.4

27.6

23.1

17.5

0.0

21.2

34.8

14.3

25.8

100.0

36.4

14.7

38.3

23.8

24.0

　65.3

67.6

69.0

58.6

64.7

62.1

76.9

80.0

100.0

72.7

56.5

71.4

66.4

0.0

60.6

78.9

57.4

59.5

66.0

5.4

6.4

6.0

10.3

5.9

6.9

0.0

2.5

0.0

6.1

8.7

7.1

6.6

0.0

3.0

4.3

4.3

16.7

8.0

0.6

1.0

0.9

0.0

0.0

3.4

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

7.1

1.1

0.0

0.0

2.1

0.0

0.0

2.0

　その他

　食料品

　繊維工業

　木材・木製品

　印刷・同関連

　窯業・土石

　化学工業

　金属・同製品

　機械器具

　その他製造業

非製造業　計

　情報通信業

　運輸業

　建設業

　卸売業

　小売業

　サービス業

製

　
　造

　
　業

非

製

造

業
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（３）経営上の障害（3項目以内複数回答）［図3］、［表4］

　　　経営上の障害については、最も多く選択されたのは「人材不足（質の不足）」と「同業他社との競

争の激化」で同率の38.4％であった。製造業では「人材不足（質の不足）」（41.2％）が最も多く、

非製造業では「同業他社との競争の激化」（52.8％）が最も多く選択されていた。

表4　経営上の障害（業種別・規模別） （％）

図３　経営上の障害
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三重県の労働事情

（４）経営上の強み（3項目以内複数回答）［図4］、［表5］

　　　経営上の強みについては、前年度と同様に「顧客への納品・サービスの速さ」が31.1％（前年度

27.0％）と最も多く選択され、次いで「組織の機動力・柔軟性」が25.9％（前年度25.9％）と第２

位となり、「製品の品質・精度の高さ」が24.9％（前年度22.0％）と第３位となった。

　　　なお、経営状況が良いと回答した事業所のみでみると、第１位は「組織の機動力・柔軟性」で

29.4％（前年度26.4％）、第２位が「顧客への納品・サービスの速さ」と「優秀な仕入先・外注先」

が同率で25.0％（前年度22.0％、16.5％）となっている。

表5　経営上の強み（順位表）

　図４　経営上の強み（三重県全体）

製品・サービスの独自性
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企業・製品のブランド力

財務体質の強さ・資金調達力

優秀な仕入先・外注先
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平成27年度

２．従業員（パートタイマーなど短時間労働者を除く）の労働時間について

（１）従業員1人あたりの週所定労働時間（始業から終業までの時間から昼休み等の休憩時

間を除いた時間）［図5］

　　　従業員1人あたりの週所定労働時間に

ついては、「40時間」が最も多く51.0％

（製造業51.9％、非製造業50.2％）、次

いで「38時間超40時間未満」が24.2％

（製造業30.3％、非製造業18.9％）であ

った。「40時間超44時間以下」は12.9％

（製造業7.8％、非製造業17.4％）で、

製造業より非製造業の方が9.6ポイント

高かった。最後に「38時間以下」が11.9％

（製造業10.0％、非製造業13.6％）とな

っていた。

（２）従業員1人あたりの月平均残業時間［図6］、［表6］

　　　1人あたりの月平均残業時間については、「0時間（残業なし）」が最も多く31.4％（製造業30.7％、

非製造業32.0％）、次いで「1̃10時間未満」が24.6％（製造業24.6％、非製造業24.7％）、「10̃20

時間未満」が17.9％（製造業16.2％、非製造業19.3％）となっており、月平均残業時間の平均値は

11.60時間（製造業12.35時間、非製造業10.95時間）で、全国（11.74時間）より0.14時間少なかっ

た。前年度（11.70時間）と比較しても0.1時間の減少にとどまり、小幅な動きであった。

　　　業種別にみると、月平均残業時間が多い業種は、回答事業所数の少ない「化学工業」と「情報通信

業」を除くと、製造業では「食料品製造業」が18.07時間（前年度7.69時間）、非製造業では「運輸

業」が26.58時間（前年度23.21時間）であった。

表6　月平均残業時間（平均値）
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製造業　計
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三重県の労働事情

（３）月60時間を超える残業（時間外労働・休日労働）をした従業員の有無［図7］

　　　月60時間を超える残業をした従業員

の有無については、「いる」と回答した

事業所は19.4％（製造業23.7％、非製

造業15.7％）で、「いない」と回答した

事業所は80.6％（製造業76.3％、非製

造業84.3％）となり、約2割の事業所に

月60時間超の残業を行う従業員がい

た。全国では「いる」が20.0％、「い

ない」が80％となり、ほぼ同様の調査

結果となった。

（４）月60時間を超える残業（時間外労働・休日労働）を行う頻度［図8］

　　　月60時間を超える残業を行う頻度に

ついては、「3回から5回超える」と回

答した事業所が最も多く、36.2％とな

った。次いで、「1回から2回超える」

と回答した事業所は26.6％、「6回から

8回超える」と回答した事業所が20.2％

と続いた。

　　　また、「毎月超える」と回答した事

業所も16.0％（製造業13.0％、非製造

業20.0％）にのぼり、全国（6.7％）と

比較すると、9.3ポイント高い結果とな

った。

（５）事業所で取り組んでいる時間外労働削減策（複数回答）［図9］

　　　事業所で取り組んでいる時間外労働削減策についての質問では、「仕事のやり方の工夫・改善」が

50.0％と他の項目の2倍以上と最も多く、次いで「帰りやすい雰囲気づくり」が18.7％、「人員の増

員」が16.2％と続いた。また、「管理職による時間管理の徹底」（14.4％）や「従業員との時間外労

働削減の話し合い」（8.0％）など、会社として積極的に時間外労働を削減する取り組みもみられる。

図７　月60時間超の残業を行う従業員の有無

三重県

製造業

非製造業

全国

0 10 20 30 40 50 60 70 80 90 100％
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19.4 80.6
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20.0 80.0

図８　月60時間超の残業を行う頻度

三重県

製造業

非製造業

全国

図９　時間外労働削減の取り組み

人員の増員

時間外労働の管理方法の変更

管理職による時間管理の徹底

朝方勤務の導入

時間外労働の上限の設定

ノー残業デーやノー残業ウィークの実施

定時退社の呼びかけ
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従業員との時間外労働削減の話し合い
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その他
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6.7 5.6 36.3 37.014.4
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平成27年度

３．従業員の有給休暇について［図10］、［表7］

（１）従業員1人あたりの年次有給休暇の平均付与日数・平均取得日数

　　　従業員1人あたりの年次有給休暇の平均付与日数については、「15～20日未満」が39.2％（前年度

41.6％）と最も多く、次いで「10̃15日未満」が24.4％（前年度28.4％）、「20̃25日未満」は22.6％

（前年度16.6％）となっている。平均付与日数の平均値は15.0日（前年度15.0日、全国15.6日）で

あった。

　　　また、平均取得日数については、「5̃10日未満」が34.1％（前年度37.3％）と最も多く、次いで

「5日未満」が28.7％（前年度26.5％）、「10～15日未満」が25.4％（前年度25.2％）となってい

る。平均取得日数の平均値は、7.8日（前年度7.8日、全国7.3日）となっており、前年度からは変化

がなく、全国より0.5日多い。

（２）年次有給休暇の平均取得率

　　　年次有給休暇の平均取得率については、「70～100％」が29.7％（前年度31.1％）と最も高く、次

いで「50̃70％未満」が24.9％（前年度24.4％）、「30̃50％未満」が23.6％（前年度23.6％）とな

っている。また、平均取得率の平均値は53.1％で全国（49.4％）と比べると3.7ポイント高いが、前

年度（53.9％）と比較すると0.8ポイント低い結果となった。従業員規模別にみると、「1～9人」の

規模が59.5％と最も高く、業種別にみると、「製造業」（56.3％）が「非製造業」（50.2％）よりも6.1

ポイント高い結果となった。

表7　年次有給休暇の平均付与日数・平均取得日数・平均取得率

年次有給休暇の平均付与日数     
  （単位：日）   

年次有給休暇の平均取得日数     
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図10　年次有給休暇の取得状況
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４．新規学卒者の採用について

（１）新規学卒者（平成27年3月卒）の採用充足状況について［表8］

　　　新規学卒者（平成27年3月卒）の採用予定人数に対する実際の採用人数の充足率は、「高校卒」

91.0％（前年度90.9％、全国85.7％）、「大学卒」95.1％（前年度90.0％、全国86.1％）で、平均採

用人数は「高校卒」1.8人（前年度1.8人、全国2.2人）、「大学卒」2.3人（前年度1.5人、全国2.3人）

であった。前年度と比較して「高校卒」の採用充足率は0.1ポイント上昇のほぼ横ばいで、平均採用

人数も変化がなかった。「大学卒」の充足率は5.1ポイント上昇し、全国と比べても9.0ポイント高か

った。平均採用人数も前年度より0.8人増加した。

　　　業種別でみると、製造業では「高校卒」の充足率が90.5％、平均採用人数が2.0人となった。「大学

卒」の充足率に至っては100.0％と高い数値だが、平均採用人数は1.6人となっている。非製造業で

は「高校卒」の充足率が93.3％、平均採用人数が1.3人、「大学卒」の充足率が92.9％、平均採用人数

が2.9人となっている。

　　　規模別でみると、「高校卒」の充足率は「1～9人」が66.7％、「10～29人」が85.7％、「30～99

人」が92.3％、「100～300人」が100.0％と規模が大きくなるほど充足率が高く、小規模事業所の採

用状況が厳しいと伺える。平均採用人数については1名～2名程度の小規模な採用が続いているが、

「100～300人」の「大学卒」の平均採用人数は、「5.0人」と、前年度の2.6人を2.4人上回った。

表8　新規学卒者の採用充足状況（業種別・規模別）
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（２）新規学卒者の初任給［図11］

　　　新規学卒者の初任給（通勤手当を除いた所定内賃金総額（税込額））について、高校卒が164,069円

（前年度166,991円、全国156,435円）、大学卒が197,595円（前年度192,917円、全国193,375円）と

なっている。高校卒は前年度より2,922円低くなったが、全国より7,634円高い。大学卒は平成23年

度以降、ほぼ横ばいの水準であったが、今年度は前年度より4,678円高く、全国より4,220円高い。

（３）新規学卒者の採用計画の有無について［図12］

　　　平成28年度の新規学卒者（平成28年3月卒）の採用計画については、調査時点（平成27年7月1

日）で、「ある」とするのが17.7％（前年度20.5％、前々年度15.2％、全国22.6％）、「ない」が57.1％

（前年度61.8％、前々年度62.7％、全国52.8％）、「未定」が25.2％（前年度17.7％、前々年度22.1％、

全国24.6％）となっており、採用計画が「ある」と回答した事業所は前年度より2.8ポイント低下した。

　また、採用計画があるとする88事業所（前年度103事業所）の中で、「高校卒」を採用する事業所

が64事業所（前年度73事業所）、「大学卒」を採用する事業所が39事業所（前年度36事業所）となっ

ている。なお、採用計画人数では、「高校卒」が1社平均2.1人（前年度1.9人、全国2.4人）、「大学

卒」が2.0人（前年度1.8人、全国2.4人）である。前年度に比べて「高校卒」が0.2人増加、「大学

卒」は0.2人増加しており、採用計画がある事業所は減少しているものの、採用枠は微増している結

果となった。

図12　新規学卒者の採用計画の有無

図11　新規学卒者の初任給
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５．有期労働契約に関する無期転換ルール等について

（１）有期労働契約に関する無期転換ルールの認知状況について［図13］

　　　有期労働契約に関する無期転換ルール※①

を「知っていたか」という質問に対して、

「知っていた」と回答した事業所は38.2％に

とどまり、「知らなかった」が61.8％と「知

っていた」を大幅に上回った。全国は「知っ

ていた」が45.7％と、全国と比較して7.5ポ

イント低かった。中でも製造業が35.2％と、

非製造業の40.8％を5.6ポイント下回った。

労働契約法の改正から２年が経過したが、認

知度は半数に満たない結果となった。

（２）無期転換ルールの特例に関する認知状況について［図14］

　　　有期労働契約に関する無期転換ルールの

「特例」※②を「知っていた」と回答した事

業所は19.5％にとどまり、「知らなかった」

は80.5％で、約8割の事業所に認知されてい

なかった。全国（24.3％）と比較しても4.8

ポイント低かった。　　　

　　　業種別で見ると、製造業は15.4％と、非製

造業の23.1％より7.7ポイント低かった。

　　　この調査結果から、認知状況は低く、周知

が行き届いていないことがうかがえる。

図13　無期転換ルールの認知状況

図14　無期転換ルール特例の認知状況

※①　平成25年４月改正の労働契約法では、有期労働契約（１年契約、６か月契約など契約期間

の定めのある労働契約）が繰り返し更新されて通算５年を超えたときは、労働者の申込みによ

り、期間の定めのない労働契約（無期労働契約）に転換できるルールが定められています。

※②　平成27年４月に「専門的知識等を有する有期労働契約者等に関する特別措置法（有期雇用

特別措置法）」が施行され、「高度専門職」及び「継続雇用の高齢者」について、その特性に

応じた雇用管理に関する特別措置が講じられている場合には、無期転換申込み権が発生しない

特例が定められました。

　◆特例の対象者◆

　　　1.「5年を超える一定の期間内に完了することが予定されている業務」に就く、高度専門知識

　を有する有期雇用労働者 → 上記業務に就く期間は無期申込み権が発生しない。（最長10年）
　　　2.  定年後に有期契約で継続雇用される高齢者

　　　　→定年後に引き続き雇用されている期間は無期申込み権が発生しない。
　　　　　有期雇用契約特別措置法による無期転換ルールの特例を受けるためには、事業主が雇用管

　　理措置に関する計画を作成した上で、都道府県労働局長の認定を受けることが必要です。

労働契約法ワンポイントメモ
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（３）特例の適用についての計画提出状況について［図15］

　　　無期転換ルールの特例の適用について、計画を作成し、提出する予定があるかという質問に対して

は、「提出する予定はない」が55.1％と過半数を超え、「分からない」と回答した事業所も40.1％に

のぼり、合わせて95.2％と大半を占めた。「既に提出し、認定された」は1.1％、「提出に向けて準備

中である」が0.6％、「今後提出する予定である」が3.2％と、3項目合わせても4.9％といずれも低い

数値にとどまっている。

（４）特例の適用についての計画種別［図16］

　　　無期転換ルールの特例の適用について、計画を「提出・準備中・予定」している事業所（20事業

所）に対し、計画の種別を確認したところ、「継続雇用の高齢者に関する申請書（第二種計画認定）」

と回答した事業所は、85.0％となり、「高度専門職に関する申請書（第一種計画認定）」は25.0％と

なった。

図15　特例の適用についての計画提出状況について

図16　特例の適用についての計画種別
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６．賃金改定について

（１）賃金改定の実施状況について［図17］、［表9］

　　　賃金改定の実施については、調査時点（平成27年7月1日）で「引上げた」が41.4％（前年度40.6％、

全国44.3％）で、賃金を引上げた事業所が前年度よりも0.8ポイント高くなったが、全国より2.9ポイ

ント低かった。「７月以降引上げる予定」と回答した事業所は7.2％（前年度6.0％、全国9.2％）で、

前年度より1.2ポイント上昇し、「引上げた」と回答した事業所と合わせると5割近い事業所が賃金の

引上げを実施、または予定していた。

　　　また、賃金改定を「今年は実施しない（凍結）」が19.8％（前年度23.9％、全国16.3％）で、前年

度より4.1ポイント減少したが、全国より3.5ポイント高い。

　　　他方、「引下げた」と回答した事業所は0.6％（前年度0.6％、全国0.8％）、「7月以降引下げる予

定」と回答した事業所は0.2％（前年度0.2％、全国0.5％）となっており、前年度と横ばいであった。

　　 ［表9］の業種別をみると、製造業では「引上げた」の回答が47.0％と最も高くなっており、特に

「機械器具製造業」が70.8％と高い比率で賃金の引上げを行っている。非製造業でも「引上げた」

が36.7％と最も高く、特に「卸売業」の51.1％が高い数値となっている。

表9　賃金改定実施状況（業種別・規模別） （％）

図17　賃金改定の実施状況
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（２）平均昇給額・昇給率　（平均昇給・上昇　※加重平均）［図18］、［図19］、［表10］

　　　昇給を行った事業所の平均昇給額は5,767円（前年度6,224円、前々年度4,805円、全国5,594円）、

昇給率は2.21％（前年度2.42％、前々年度1.90％、全国2.27％）となっており、平成23年度から上

昇が続いていたが、今年度は前年度と比較して457円減少した。

　　　［図19］の業種別平均昇給額をみると、回答事業所数の少ない「化学工業」と「情報通信業」を

除くと、「印刷・同関連業」の昇給額は7,596円で前年度（3,397円）より4,199円と大幅に高くなっ

ているが、一方で約半数の業種が前年度より昇給額が減少しており、特に「窯業・土石製造業」は

3,971円と前年度（7,622円）より3,651円と大幅に減少している。

　　　また［表10］の改定後の平均賃金をみると、回答事業所数の少ない「情報通信業」を除くと、昇

給額が最も高いのが製造業では「印刷・同関連業」の7,596円、非製造業では「建設業」の8,052円

であった。

図18　平均昇給額と昇給率の推移（平均昇給・上昇　加重平均）

図19　業種別平均昇給額（平均昇給・上昇　加重平均）

　　　　　　（各事業所の昇給額×対象人数）の総和
※加重平均＝
 　　　　　　　常用労働者の総和

0 5,000 10,000 15,000 20,000 25000

4,550
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5,917
6,035
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3,789
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2.21％
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三重県の労働事情

（３）賃金改定の内容と決定要素（複数回答）［図20］、［図21］

　　　賃金改定の内容については、※①「定期昇給」が52.2％（全国49.6％）で最も高く、次いで「基

本給の引上げ（定期昇給制度のない事業所）」が34.4％（全国38.1％）、※②「ベースアップ」が

16.7％（全国15.8％）と続いている。また、賃金改定の決定要素としては、「企業の業績」が65.4％

（全国65.3％）と約6割を超える事業所が業績に応じて賃金改定を実施していると回答した。次いで

「労働力の確保・定着」が44.4％（全国47.7％）、「世間相場」が21.5％（全国22.4％）と続いてい

る。

表10　改定後の平均賃金（引上げ・引下げ相殺）※加重平均

図20　賃金改定の内容

区　　　分 事業所数
対象者数
（人）

改定前賃金
（円）

改定後賃金
（円）

昇給額
（円）

昇給率
（％）

格差
（％）

全　　　国

三重県　計

製造業　計

　非製造業　計

食料品

繊維工業

木材・木製品

印刷・同関連
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機械器具

その他製造業

　

情報通信業

運輸業

建設業

卸売業

小売業

サービス業

1～9人

10～29人
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100～300人

100.0

104.0

102.3
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61.0

58.6
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62.3

－
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105.6

99.5

107.3

322.2
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151.5
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－
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－
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－
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172

－
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図21　賃金改定の決定要素

※①「定期昇給」とは、毎年一定の時期に制度として基本給が引き上げられること。

※②「ベースアップ」とは、賃金表の改定など従業員全体の平均賃金水準を引き上げることによる

　　賃金上昇のこと。賃金の上昇率には個人業績などによる格差がない。

三重県内の最低賃金が更新されています!

特定（産業別）最低賃金件名 時間額 効力発生日

三重県ガラス・同製品製造業最低賃金

三重県銑鉄鋳物、可鍛鋳鉄、鋳鉄管製造業最低賃金

三重県電線・ケーブル製造業最低賃金

三重県洋食器・刃物・手道具・金物類製造業最低賃金

三重県一般機械器具製造業最低賃金

814円

771円

833円

829円

771円

819円

854円
三重県建設機械・鉱山機械製造業、自動車・同附属品製造業、船舶製造・修理業、
舶用機関製造業、産業用運搬車両・同部分品・附属品製造業、
その他の輸送用機械器具製造業最低賃金

三重県電子部品・デバイス・電子回路、電気機械器具、
情報通信機械器具製造業最低賃金

（日額5,907円） 

平成26年12月20日

平成26年12月20日

平成26年12月20日

三重県最低賃金適用

平成26年12月20日

平成10年12月15日
（日額）

平成26年12月20日

企業の業績

世間相場

労働力の確保・定着

物価の動向

労使関係の安定

親会社または関連会社の改定の動向

前年度の改定実績

賃上げムード

消費税増税

重視した要素はない

その他

65.4
65.3

21.5
22.4

11.2
11.5

2.3
4.6

2.8
3.8

2.8
2.8

9.8
8.9

20.6
17.3

13.1
13.0

18.2
20.2

44.4
47.7

0 10 20 30 40 50 60 70％

　三重県

　全国

ワンポイントメモ

時間額 771円 平成27年10月１日発効

※「三重県最低賃金」は県内の事業所で働くすべての労働者に適用されます。

　臨時・パート・アルバイトなど雇用形態や年齢を問いません。

18円UP
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